様式第１号（第４条関係）

令和　　年　　月　　日

山梨県知事　殿

〒
申請者　住所　
氏名　
　　　　　　　
（団体にあっては、名称及び代表者の氏名）



　賃上げ加速化緊急支援金交付申請書


　 賃上げ加速化緊急支援金の交付を受けたいので、賃上げ加速化緊急支援金交付要綱第４条の規定により、次のとおり申請します。

１　交付申請額　　　　　　金　　　　　　　　　　　　　円　（Ⅲ）

２　算出根拠

	[bookmark: _Hlk157155567]支給積算額


（Ⅰ）
	支給上限額


（Ⅱ）
	交付申請額
ＡとＢを比較して
低い方の額


（Ⅲ）

	

円
	

円
	

円






３　添付書類確認表
（提出書類を確認のうえ確認欄に○を入れてください。８～１０は該当する場合のみ）
	提出書類
	確認欄

	１
	事業計画書（様式第１号の２）
	

	２
	賃金引上げ対象労働者一覧表兼支給額計算シート（様式第１号の３）
	

	３
	誓約書（様式第１号の４）
	

	４
	県税に未納がない旨の証明書
	

	５
	[bookmark: _Hlk211353939]豊かさ共創スリーアップ実践企業の認証書の写し（認証未取得の場合は認証審査受付メールの写し）
	

	６
	賃金引上げ対象労働者に係る労働条件通知書の写し又は雇用契約書の写し
	

	７
	賃金引上げ対象労働者の賃金引き上げ前（直近）１ヶ月分の賃金台帳の写し
	

	８
	履歴事項全部証明書（発行から６カ月以内のもの）※法人の場合
	

	９
	直近の確定申告書（第一表、第二表）及び青色申告決算書又は収支内訳書の写し（電子申告の場合は受信通知の写し）
開業したばかりで確定申告の実績がない場合は開業届の写し　※個人事業主の場合
	

	１０
	その他知事が必要と認める書類
	


※添付漏れがある場合は受け付けられませんので、確認のうえ提出してください。


様式第１号の２（第４条、第１０条関係） 
賃上げ加速化緊急支援金事業計画（完了報告）書　


１．事業者概要

	産業分類
	大分類
	
	小分類
	

	主な事業内容
	

	企業全体で常時雇用する従業員数（※1）
	
	
人
	資本金の額又は出資の総額
	
	
円

	交付対象となる労働者が勤務する事業所の数
	
	
事業所
	

	

	賃上げ適用日（※2）
	令和　年　　月　　日
	事業完了（予定）日
（※3）
	令和　年　　月　　日

	給与の締日
	毎月　　　日
	給与の支払日
	毎月　　　日


　○交付申請日（実績報告日）時点の状況を記入すること。
※1 常時使用する従業員の数には、事業主、法人の役員、臨時の従業員（日雇い、2カ月以内の雇用、4カ月以内の季節的業務の雇用）及び試用期間中の従業員は含みません。
※2 賃金引上げは、令和8年8月28日から令和9年6月30日までの期間内に行うこと。また、交付申請日から2ヶ月以内の日とすること。ただし、引き上げた賃金は、6箇月継続して支払うこととし、原則として事業実績報告書の提出日までに支払う必要がある。
※3 事業完了（予定）日は、引き上げた賃金の6ヶ月目の支払いを完了する日を記載すること。

２．株主等一覧表（個人事業主、該当ない場合は記入不要）

	株主名又は出資者名
	所在地
	大企業
（※4）
	出資比率(%)
(合計100%)

	１
	
	
	
	

	２
	
	
	
	

	３
	
	
	
	

	４
	
	
	
	

	５
	
	
	
	

	６
	ほか　　人
	

	・出資比率の高い株主又は出資者の順に記載し、6番目以降は「ほか〇人」として記入してください。
・大企業（みなし大企業を含む）の場合は、『大企業』の欄に「〇」を記入してください。

	・確定している（申告済みの）直近過去3年分の各年又は各事業年度の課税所得の年平均額が15億円を超えるか、右欄のいずれかに「○」を記入してください。
	
越える　・　越えない


　○交付申請日（実績報告日）時点の状況を記入すること。
※4 大企業とは中小企業基本法に規定する中小企業事業者以外の者で補助対象事業者に該当しません。また、次の者は「みなし大企業」に該当するため、補助対象事業者に該当しません。
　 （ア）発行済株式の総数又は出資金額の総額の2分の1以上を同一の大企業が所有している中小企業事業者
（イ）発行済株式の総数又は出資金額の総額の3分の2以上を大企業が所有している中小企業事業者 
（ウ）大企業の役員又は職員を兼ねている者が、役員総数の2分の1以上を占めている中小企業事業者 
（エ）発行済株式の総数又は出資金額の総額を上記（ア）～（ウ）に該当する中小企業事業者が所有している中小企業事業者
（オ）上記（ア）～（ウ）に該当する中小企業事業者の役員又は職員を兼ねている者が役員総数の全てを占めている中小企業事業者
なお、上記の他、確定している（申告済みの）直近過去3年分の各年又は各事業年度の課税所得の年平均額が15億円を超える場合も補助対象事業者に該当しません。

３．同意・誓約事項
□にレ点を記入してください。
申請書類の内容は事実と相違なく、偽りその他不正の手段により支援金の交付を受けたことが発覚した場合は、速やかに支援金を返還するとともに、加算金等を支払います。



　

本支援金の申請に当たり山梨県へ提出した情報及び本支援金の交付実績に関する情報について、本支援金の審査、交付及び確定検査等の事務に利用されるほか、次の目的のために山梨県庁内の関係部署が利用することに同意します。

1　豊かさ共創スリーアップ認証企業の現状把握及びフォローアップ
2　県産業施策の企画立案

なお、当該情報は、上記目的以外には利用せず、個人情報の保護に関する法律その他関係法令に基づき適切に管理します。











交付申請書の提出日から実績報告書の提出日の前日又は賃金を引き上げてから6箇月を経過した日のいずれか遅い日までの間に、解雇等（※5）の事実が認められた場合は、交付決定が取り消しとなることについて同意します。





（令和８年度から令和９年度までに「キャリアアップ助成金」の交付を受けた者のみ）本支援金と厚生労働省（山梨労働局）が実施する「キャリアアップ助成金」で交付を受けた公金について、その使途に重複はありません。





※5 解雇等とは、解雇（天災事変その他やむを得ない事由のために事業の継続が不可能となった場合又は労働者の責めに帰すべき事由に基づいて解雇した場合は、その旨記載してください）のほかに、①その者の非違によることなく勧奨を受けて又は主として企業経営上の理由により退職を希望する労働者の募集を行い、労働者が退職した場合②当該事業場の労働者の時間当たりの賃金額の引き下げを行った場合③所定労働時間の短縮又は所定労働日の減少（天災事変その他やむを得ない事由のために事業の正常な運営が不可能となった場合又は法定休暇の取得その他労働者の都合による場合を除く。）を内容とする労働契約の変更による、月当たりの賃金額の引き下げを行った場合

	連絡
担当者
	部署名
	
	職・氏名
	

	
	電話番号
	
	メールアドレス
	





様式第１号の３ （第４条、第１０条関係）

賃金引上げ対象労働者一覧表兼支給額計算シート

[image: ]


様式第１号の４（第４条関係）

誓　　約　　書

私は、賃上げ加速化緊急支援金の交付申請にあたり、下記の事項について誓約します。
なお、県が必要な場合には、山梨県警察本部に照会することについて承諾します。
また、照会で確認された情報は、今後、私が県と行う他の契約等における身分確認に利用することに同意します。 

記
 
１　自己又は自社の役員等が、次のいずれにも該当する者ではありません。 
（１）　暴力団 （暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 
（２）　暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）
（３）　自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用している者 
（４）　暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど、直接的若しくは積極的に暴力団の維持・運営に協力し、又は関与している者 
（５）　暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 
（６）　下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方が上記（１）から（５）までのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結している者 

２　１の（２）から（６）に掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人その他の団体又は個人ではありません。


令和　年　　月　　日　　　　　　　　　　　　　　　　　　

誓 約 者　住　　所　
　　　 　 （フリガナ）
氏　　名　
　　　　　　印
（団体にあっては、名称及び代表者の氏名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　               　　（自署の場合は押印省略可）
　　　　　　　　　　　　　　　　　生年月日 （大正・昭和・平成）　　年　　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　性　　別  男・女


様式第２号（第５条関係）

第　　　　　　号　
令和　　年　　月　　日　


　殿

山梨県知事　　　　　　印　

賃上げ加速化緊急支援金交付決定通知書

令和　　年　　月　　日付けで交付申請のあった賃上げ加速化緊急支援金（以下「支援金」という。）については、山梨県補助金等交付規則（昭和３８年山梨県規則第２５号。以下「規則」という。）第５条第１項の規定により、次のとおり交付することに決定したので、規則第７条の規定により通知します。


１　支援金の交付の対象となる事業の内容は令和　年　月　日付け交付申請書記載のとおりとする。

２　支援金の交付決定額　　　金　　　　　　　　　　円

３　交付条件
（１）支給対象事業者は、支援事業の内容を変更しようとするときは、支援金変更（中止・廃止）承認申請書（様式第３号）に必要な書類を添付して知事に提出すること。ただし、交付決定を受けた支援金の額の増額を伴わない変更で、支援事業の目的の達成に支障をきたさない事業計画の細部の変更の場合は、この限りでない。
（２）支給対象事業者は、支援事業を中止し、又は廃止しようとするときは、支援金変更（中止・廃止）承認申請書（様式第３号）を知事に提出すること。
（３）支給対象事業者は、支援事業が予定の期間内に完了しない場合又は支援事業の遂行が困難となった場合は、速やかに知事に報告し、その指示を受けること。

４　支援金の交付の条件等に違反した場合の措置
（１）知事は、要綱第６条第２号の支援事業の中止又は廃止の申請があった場合及び次に掲げる場合は、要綱第５条の交付の決定の全部若しくは一部を取消し又は変更することができる。 
イ　支給対象事業者が法令、本要綱又は法令若しくは本要綱に基づく知事の処分若しくは指示に違反した場合 
ロ　支給対象事業者が支援事業に関して不正、怠慢その他不適当な行為をした場合 
ハ　支給対象事業者が交付の決定後生じた事情の変更等により、支援事業の全部又は一部を継続する必要がなくなった場合 
二　支給対象事業者が暴力団又は暴力団員と密接な関係を有していたとき。 
ホ　以下のいずれかの事実が認められた場合
（イ）当該事業所の労働者を解雇した場合（天災事変その他やむを得ない事由のために事業の継続が不可能となった場合又は労働者の責めに帰すべき事由に基づいて解雇した場合を除く。）
（ロ）その者の非違によることなく勧奨を受けて又は主として企業経営上の理由により退職を希望する労働者の募集を行い、労働者が退職した場合
（ハ）当該事業所の労働者の時間当たりの賃金額を引き下げた場合
（ニ）所定労働時間の短縮又は所定労働日の減少（天災事変その他やむを得ない事由のために事業の正常な運営が不可能となった場合又は法定休暇の取得その他労働者の都合による場合を除く。）を内容とする労働契約の変更を行い、月当たりの賃金額を引き下げた場合
（２）知事は、前項の取消しをした場合において、既に当該取消しに係る部分に対する支援金が交付されているときは、期限を付して当該支援金の全部又は一部の返還を命ずる。 
（３）知事は、前項の返還を命ずる場合には、その命令に係る支援金の受領の日から納付の日までの期間に応じて、年利１０．９５パーセントの割合で計算した加算金の納付を併せて命ずるものとする。
（４）支援金の返還を命ぜられ、これを納期日までに納付しなかったときは、納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納付額につき年利１０．９５パーセントの割合で計算した延滞金を県に納付しなければならない。

５　支援事業が、支援金の交付決定の内容又はこれに付した条件に従って遂行されているか確認するため、支援事業の遂行状況について報告させることがある。

６　支給対象事業者は、別に定める日までに、支援金実績報告書（様式第６号）に必要な書類を添付して知事に提出しなければならない。

７　支援金の交付対象となった賃上げの事実を証するすべての関係書類は、支援事業終了の年度の翌年度から起算して５年間、整備保管しておかなければならない。


様式第３号（第６条関係）
令和　　年　　月　　日

山梨県知事　殿


申請者　住所　
氏名　
　　　　　　　
（団体にあっては、名称及び代表者の氏名）



賃上げ加速化緊急支援金変更（中止・廃止）承認申請書


令和　　年　　月　　日付け　　第　　　　号で交付決定のあったこのことについて、次の理由により事業計画を変更（中止・廃止）したいので、賃上げ加速化緊急支援金交付要綱第６条の規定により、申請します。

１ 変更（ 中止・廃止） の理由


２ 変更（ 中止・廃止） の内容


３ 添付書類 
1 　事業計画書（変更）　変更の内容がわかる任意の様式　※変更承認申請の場合


2 　その他参考となる資料


様式第４号（第６条関係）

第　　　　　　号　
令和　　年　　月　　日　


　殿

山梨県知事　　　　　　印　



　賃上げ加速化緊急支援金事業計画変更（中止・廃止）承認通知書


令和　　年　　月　　日付け　　第　　　　号で交付決定した賃上げ加速化緊急支援金については、令和　　年　　月　　日付けの申請に基づき、計画の変更（中止・廃止）を承認することと決定したので通知します。


１　変更の内容


２　支給積算額及び交付決定額
	既交付申請（A）
	変更交付申請（B）
	差額(B)-(A)

	既支給積算額

	
円
	変更後支給積算額
	
円
	
円

	既交付決定額

	
円
	変更後交付決定額
	
円
	
円





様式第５号（第７条関係）

令和　　年　　月　　日

山梨県知事　殿


申請者　住所　
氏名　
　　　　　　　
（団体にあっては、名称及び代表者の氏名）


賃上げ加速化緊急支援金取下げ申請書


令和　　年　　月　　日付け　　第　　　　号で交付決定のあった標記補助金にかかる申請を、次の理由により取下げたいので、賃上げ加速化緊急支援金交付要綱第７条の規定により申請します。


　【取下げの理由】



様式第６号（第１０条関係）
令和　　年　　月　　日

山梨県知事　殿

申請者　住所　
氏名　
　　　　　　　
（団体にあっては、名称及び代表者の氏名）

賃上げ加速化緊急支援金実績報告書

　令和　　年　　月　　日付け　　第　　　　号による交付決定に係る事業の実績について、賃上げ加速化緊急支援金交付要綱第１０条の規定により、次のとおり報告します。
	
	支給積算額
	支援金額

	交付決定（A）
	円
	円

	実績
（B）
	円
	円

	差引
（B）-（A）
	円
	円





添付書類確認表（提出書類を確認のうえ確認欄に○を入れてください。３、５は該当する場合のみ）
	提出書類
	確認欄

	１
	事業完了報告書（様式第１号の２）
	

	２
	賃金引上げ対象労働者一覧表兼支給額計算シート（様式第１号の３）
	

	３
	豊かさ共創スリーアップ実践企業の認証書の写し　　
※交付申請時に提出していない場合
	

	４
	賃金引上げ対象労働者の賃金台帳の写し（引上げ前１カ月及び引上げ後６ヶ月）
	

	５
	その他知事が必要と認める書類
	


※添付漏れがある場合は受け付けられませんので、確認のうえ提出してください。



振込先口座　※口座名義は申請者と同一の名義であること。
	金融機関名
	
	支店名
	

	預金種別
	１　普通　　　　２　当座

	口座番号
	
	
	
	
	
	
	
	7ケタ未満の場合は先頭に0を記入

	口座名義（カタカナ）
	





様式第７号（第１１条関係）
第　　　　　　号　
令和　　年　　月　　日　


　殿

山梨県知事　　　　　　印　



賃上げ加速化緊急支援金の額の確定通知書

　　
賃上げ加速化緊急支援金の交付額について、山梨県補助金等交付規則第１３条の規定により、下記のとおり確定したので通知します。





確定額　　　金　　　　　　　　円
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交付申請額

（Ⅲ）

支給上限額

（Ⅱ）

支給積算額

（Ⅰ）

賃上げを行う従業員の数

正規雇用者 人

非正規雇用者 人 区分 A B C D

人数

賃上げ対象者一覧

名前 事業所名 正・非別 引上前賃金 ⇒ 引上後賃金 1,113円以上 引上額 区分 支援単価
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